
道路橋の予防保全に向けた有識者会議
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・競争設計、溶接による部材組立、高張力鋼の適用、たわみの

緩和などにより鋼橋の剛性が減少

・ＲＣ床版の損傷が顕在化、合成桁は採用されなくなる

・ＰＣ鋼材の不適切な配置、定着、ＰＣグラウト注入不足の問題

に対し、ＰＣ道示の構造細目で規定

・コンクリート骨材不足が深刻化し、海砂による問題が顕在化

[建設]
・1900年頃から鉄筋コンクリート橋が建設される

・近代的な橋（鋼橋、コンクリート橋）の出現

・鋼橋、RC橋の設計基準、標準設計の制定

[管理]

・1955年頃から鋼橋・ＰＣ橋が建設される

・橋の設計、製作、架設技術が大きく進歩

・合成桁の登場

・構造計算法の発達

・高度経済成長期に橋梁整備が急増

・経済性を追求する競争設計による剛性の小さ

な橋梁の増加

・斜橋・曲線橋・箱桁の採用

・トラス橋、アーチ橋が長支間化

・標準設計の整備

・コンピュータを用いた構造計算法の発達

・明石海峡大橋開通（1998）

・耐震設計編の改訂

・道路橋示方書に性能規定を採用

1975年

1995年

道路橋の経緯とストック量の推移道路橋の経緯とストック量の推移
・１９５０年の道路橋は０．５万橋
・１９６０年代の高度経済成長期から架設数が急増
・１９６０年代の経済性を追求する競争設計により剛性の小さい橋が増加
・１９７０年頃からＰＣ橋が増加
・道路橋の技術体系は、災害や損傷機構の解明によって適宜、道路橋示方書や道路橋補修
便覧等で拡充

1955年

時代ごとの特徴

・阪神・淡路大震災での道路橋崩壊（1995）、耐震補強の開始

・直轄国道の橋梁定期点検要領改定

（2m以上、5年毎）（2003～）

・長寿命化修繕計画策定事業費補助制度の創設（2007～）

・Ｆ１１Ｔに遅れ破壊現象が見られる

・道路維持修繕要網作成

・道路橋補修便覧作成

・大型車交通の多い橋梁で疲労損傷が発見される

・直轄国道の橋梁定期点検開始

（15m以上、10年毎）（1988～）

・架設機械の大型化に伴う架設工期の短縮

・道路橋の設計基準の整備促進

（道路橋示方書改定等）

・道路橋示方書に耐震設計編を制定

・瀬戸大橋開通（1988）

・1878年に東京に建設された弾上橋は、深川富岡八幡宮で

歩道橋として使われている
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ストックの現状ストックの現状

・我が国の橋梁（１５ｍ以上）は約１５万橋（１４６，１００橋）
・高速道路及び直轄国道で１．８万橋、県管理が４．４万橋、市町村管理が８．４万橋
・建設後５０年以上の橋梁が６％存在。１０年後には２０％、２０年後には４７％
・現在は、米国の１９７０年頃の状況と類似

10年未満
約12,300橋
8％

吊橋
約900橋
0.6％

10～19年
約28,500橋
19％

管理者別

高速自動車国道
約6,400橋
4％

その他有料道路
約2,500橋
2％ 直轄国道
約9,400橋
7％
補助国道
約12,200橋
8％

都道府県道
約31,300橋
21％

市町村道
約84,300橋
58％ 全橋梁

約146,100
橋

床版橋
約24,800橋
16.9％

桁橋
約112,700橋
77.2％

トラス橋
約1,900橋
1.3％

アーチ橋
約2,400橋
1.7％

ラーメン橋
約3,100橋
2.1％

斜長橋
約300橋
0.2％50年以上

約8,900橋
6％

40～49年
約19,800橋
14％

30～39年
約39,600橋
27％20～29年

約34,800橋
24％

架設年不明
約2,200橋
2％

全橋梁
約146,100
橋

全橋梁
約146,100
橋

橋齢別 橋種別

県管理
4.4万橋

47％

2006年

建設後50年以上の橋梁

6％

2016年 2026年

20％

※対象：15ｍ以上の橋梁 約15万橋

（参考）米国

1970年

5％
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【米国の橋梁の建設年】

【日本の橋梁の建設年】

※全橋梁を対象

※国道・都道府県道の橋梁を対象

１９８０年代に多く高齢化

２０１０年代に多く高齢化
３０年早く高齢化３０年早く高齢化

出典：（社）国際建設技術協会

出典：道路施設現況調査（国土交通省）より作成

高齢化する橋梁高齢化する橋梁

・米国では日本よりも３０年早い１９８０年代に多くの道路施設が高齢化



4

劣化による損傷事例劣化による損傷事例

・大事故につながりかねない損傷が発生

山添橋 ： 主桁の横桁取り付け部付近の長さＬ＝１．１ｍの亀裂

木曽川大橋 ： トラス橋斜材の破断 本荘大橋 ： トラス橋斜材の破断

姫路バイパス高架橋 ： アルカリ骨材反応による橋脚
梁のひび割れ
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三大損傷の顕在化

・三大損傷（塩害、アルカリ骨材反応、疲労）が顕在化

三大損傷とは、疲労、塩害、アルカリ骨材反応を言い、放置することにより劣化が進行し、橋梁の安全性に影響を及ぼす
可能性のある損傷である。

重交通による繰り返し荷重により疲労が累積され、ひび割れが生じ、進展すると
抜け落ちに至る危険性がある。

疲労

（ＲＣ床版）

重交通による繰り返し荷重により疲労が累積され、亀裂が生じ、進展すると部材
が破断に至る危険性がある。

疲労

（鋼製橋脚）

コンクリートの骨材に反応性の鉱物が含まれていた場合、コンクリート中のアルカ
リ性の水分と反応し、骨材が異常膨張して亀甲状のひび割れが生じる損傷であ
る。コンクリートの膨張とそれに伴うひび割れが進展すると、鉄筋の降伏や破断
に至る危険性がある。

アルカリ

骨材反応

コンクリート中の鉄筋、ＰＣ鋼材が、塩化物イオンの侵入により腐食することで、コ
ンクリートにひび割れや剥離が生じる損傷である。腐食が進行すると剥離・鉄筋
露出などが生じ、さらに進行すると鉄筋、ＰＣ鋼材が破断に至る危険性がある。

塩害

損傷の概要
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橋梁の定期点検の概要橋梁の定期点検の概要 （直轄国道）（直轄国道）

・直轄国道の橋梁点検は、「橋梁定期点検要領(案)」（平成16年3月） に基づき実施

・供用後２年以内に初回点検を実施し、２回目以降は５年以内に実施

・近接目視により、２６種類の損傷種類に対して点検を実施

・対策の必要性について７段階で判定を行い、点検調書、橋梁管理カルテに記録

損傷の種類

鋼の腐食や亀裂、コンクリートのひびわれ、

路面の凸凹など、２６種類に分類。

結果の記録

点検調書・橋梁管理カルテを作成し蓄積する。

点検の頻度

橋梁点検車を使った橋梁点検

点検の方法

近接目視を主に、必要に応じて簡易な

点検機械・器具を用いることを基本とする。

対策区分の判定
損傷状況を把握したうえで、構造上の部材区分毎、損傷種類毎の対策区分について判定を
行う。（７段階評価）

Ａ：損傷なし Ｂ：状況に応じて要補修 Ｃ：速やかに補修

Ｅ１：緊急対応（構造上） Ｅ２：緊急対応（第三者等被害） Ｍ：維持工事対応 Ｓ：詳細調査

２年以内２年以内 ５年以内５年以内

（
２
回
目
）

定
期
点
検

（
２
回
目
）

定
期
点
検

以降も５年以内毎に以降も５年以内毎に５年以内５年以内
（
初
回
）

定
期
点
検

（
初
回
）

定
期
点
検

（
３
回
目
）

定
期
点
検

（
３
回
目
）

定
期
点
検

供
用
開
始

供
用
開
始

＜定期点検の概要＞
①点検
近接目視による、
・損傷状況の把握
・損傷程度の評価

②検査
点検結果及び現地検査による、
・損傷程度、対策区分の判定
・損傷原因の特定

③点検結果の記録

④補修

補修結果
の記録

なし
Ｃ、Ｅ判定
あり

⑤登録・蓄積（ベータベース）
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点検結果の分析点検結果の分析 （直轄国道）（直轄国道） （１）（１）

対策区分の判定
（橋梁数による集計）

A
4%

S
8%

C
30%

E
1%

B
57%

点検済み
約13,000橋

損傷が認められないか，損傷が軽微
で補修を行う必要がない．

Ａ

判定
区分

判定の内容

対策区分の判定区分

Ｅ２

状況に応じて補修を行う必要があ
る．

詳細調査の必要がある．

速やかに補修等を行う必要がある．

橋梁構造の安全性の観点から，緊急
対応の必要がある．

その他，緊急対応の必要がある．

Ｂ

Ｓ

Ｃ

Ｅ１

※ 数値％＝当該判定区分（主
要部材）の橋梁数
÷総橋梁数

※ 数値％＝当該判定区分（主
要部材＋主要以
外）の損傷数÷総
部材数（重複あり）

（直轄：内地） （直轄：内地）

対策区分の判定
（部材数による集計）

Ａ
56%

B
39%

C
4%
E
0%

S
1%

部材数：
約１09万

（損傷数をカウント
するため重複あり）

・直轄橋梁の３９％に、「速やかな補修が必要な損傷等」（S+C+E)が発生
・部材数でみると、「速やかな補修が必要な損傷等」を有する部材は、全体の５％
・橋梁数の６割、部材数の４割がB損傷であり、今後、C損傷が増加することが予想される

C判定の例:

鋼橋の腐食

C判定の例:

コンクリート橋の
剥離・鉄筋露出
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点検結果の分析点検結果の分析 （直轄国道）（直轄国道） （２）（２）

※ 発生率＝対象部位のC損傷の数÷対象部位の総部材数（重複あり）

※ C損傷
速やかな補修

が必要な損傷
をいう

・ 鋼橋、コンクリート橋とも、「速やかな補修が必要な損傷」は、主桁が最も多い
・ 鋼橋、コンクリート橋とも、「速やかな補修が必要な損傷」の発生率は、床版が高い

コンクリート橋　（直轄内地）

5%

15%

5%
6%

4%
3%
4%

2%
3% 3%
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縮
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下

部

工

舗

装

･
縁

石

･
地

覆

高

欄

・
防
護

柵

排

水

装

置

付

属

物

そ

の
他

落

橋

防

止

シ

ス
テ

ム

Ｃ
損
傷
数

破断

抜け落ち

剥離・鉄筋露出

亀裂

うき

腐食

床版ひびわれ

ひびわれ

漏水・遊離石灰

漏水・滞水

その他

Ｃ損傷の発生率

鋼橋　（直轄内地）

6%

27%

10%

13%

5% 4%
5%

3%
2%

5%
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縮
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縁

石

･
地
覆

高

欄

・
防

護

柵

排

水

装
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物

そ

の
他
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橋

防

止

シ

ス
テ

ム

Ｃ

損

傷

数

「速やかな補修が必要な損傷」の発生部位
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点検結果の分析点検結果の分析 （直轄国道）（直轄国道） （３）（３）

・橋齢の増加に伴い、損傷の発生率が高くなる
・３５年を経過する橋梁の半数に「速やかな補修が必要な損傷」が発生

橋齢と C＋E損傷の割合
（橋梁数で集計）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

0年 5年 10年 15年 20年 25年 30年 35年 40年 45年
橋 齢

C
＋
E
損
傷
の
割
合

点検済み全橋梁に対する
C+E損傷の発生率　３１％



10

定期点検の実施状況

7%
(117)

10%
(182)

83％
(1,500)

市区町村
1,799

実施していない

実施している今年度中に実施予定

※管理橋梁がない11区町村を除く

・ 地方公共団体における道路橋の定期点検の実態については、都道府県及び政令市では、ほぼ実施

しているが、市区町村では、約８３％が実施していない状況

・ 市区町村の実施していない主な理由については、約６５％が技術力不足、約６２％が財政的な問題、

約５０％が技術者の人材不足（複数回答集計結果）

・ 橋梁の管理に携わる土木技術者の人数については、市区町村当り平均３．５人

特に町村については２人以下

国土交通省調べ（平成１９年９月調査）

【市区町村の状況】
定期点検の実施状況

3%
(2)

97%
(62)

都道府県
政令市
64

実施している

今年度中に実施予定

※47都道府県
※17政令市

【地方が管理する道路橋】
定期点検を実施していない主な理由

専門的知見（技術力）
がない、または、

不足しているため

実施困難

財政的に
実施困難

土木技術者数的

に実施困難

その他
0%

20%

40%

60%

80%

※ 回答のある1,799市区町村のうち、定期点検を実施していない1,500を対象
※ 複数回答有

929

745

978

48

62%

50%

65%

3%

【定期点検の実施状況】

管理者別

市区町
村
62%
(81,772)

政令市
5%
(7,192)

都道府
県
33%
(44,227)

全橋梁
133,191
橋

橋齢別

全橋梁
133,191
橋 55%

(72,919)

30年未満

26%
(34,223)

30年～
40年未満

7%
(9,221)

13%
(16,828)

40年～50
年未満

50年以上

※対象橋梁
・橋長１５ｍ以上
・１箇所において、上下線等分離している橋梁は、２橋でカウント

自治体の土木技術者数

0人
20.7%
(156)

0人
4.3%
(1)

0人
27.1%
(221)

0人
52.3%
(102)

1～5人
26.1%
(6)

1～5人
41.5%
(313)

1～5人
64.3%
(523)

1～5人
46.2%
(90)

5～10人
22.6%
(171)

5～10人
30.4%
(7)

5～10人
8.2%
(67)

5～10人
1.5%(3)

10～30人
13.6%
(103)

10～30人
30.4%
(7)

10～30人
0.4%(3)

30人～
1.6%(12)

30人～
8.7%
(2)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

村

町

区

市

0人
1～5人
5～10人
10～30人
30人～

有効回答数：23
平均人数：13.5

有効回答数：814
平均人数：2.0

有効回答数：195
平均人数：0.8

有効回答数：755
平均人数：5.5

※ 1,810市区町村のうち、回答のあった1,787市区町村を対象

地方公共団体の定期点検に関する状況（１）地方公共団体の定期点検に関する状況（１）
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1,279
(73%)

527
(70%)

302
(75%)

201
(71%)

49
(17%)

60
(15%)

264
(15%)

116
(16%)

207
(12%)

105
(14%)

35
(12%)

41
(10%)

0

500

1,000

1,500

2,000

30年未満 30年～
40年未満

40年～
50年未満

50年以上 建設年次

橋梁数

橋長 100m以上

橋長 50～100m未満

橋長 15～50m未満

32,156
(82%)

16,248
(84%) 7,384

(86%)

4,261
(84%)

531
(11%)

5,117
(13%)

2,325
(12%)

944
(11%)

678
(4%)

268
(3%)

254
(5%)

2,133
(5%)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

30年未満 30年～
40年未満

40年～
50年未満

50年以上 建設年次

橋梁数

橋長 100m以上

橋長 50～100m未満

橋長 15～50m未満

4,534
(61%)

1,828
(70%)

1,311
(75%)

586
(72%)

1,586
(21%)

429
(17%) 258

(15%)

143
(17%)

1,356
(18%)

340
(13%) 188

(11%) 90
(11%)

0

2,000

4,000

6,000

8,000

30年未満 30年～
40年未満

40年～
50年未満

50年以上 建設年次

橋梁数

橋長 100m以上

橋長 50～100m未満

橋長 15～50m未満

(7, 476橋)       (2,597橋)        (1,757橋)   (819橋)

・ 地方が管理する道路橋（橋長15m以上） 133,191橋のうち、過去5年以内に点検（定期点検及び緊急
検を含む）が実施されていない橋梁は、88,134橋（66％）
○都道府県管理： 44,227橋のうち、 12,649橋 （29％）
○政令市管理： 7,192橋のうち、 3,186橋 （44％）
○市区町村管理： 81,772橋のうち、 72,299橋 （88％）

国土交通省調べ（平成１９年９月調査）

○都道府県 ○市区町村

橋長15～50m未満
8,259橋

橋長50～100m未満
2,416橋

橋長100m以上
1,974橋

合計 12,649橋

橋長15～50m未満
2,309橋

橋長50～100m未満
489橋

橋長100m以上
388橋

計 3,186橋

橋長15～50m未満
60,049橋

橋長50～100m未満
8,917橋

橋長100m以上
3,333橋

合計 72,299橋

(1,750橋)        (748橋)          (403橋)        (285橋)

(39,406橋)         (19,251橋)        (8,596橋)         (5,046橋)

※対象橋梁
・橋長１５ｍ以上
・１箇所において、上下線等分離している橋梁は、２橋でカウント

○政令市

地方公共団体の定期点検に関する状況（２）地方公共団体の定期点検に関する状況（２）
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46%
(233)

13%
(67)

8%
(42)

10%
(51)

23%
(117)

31%
(26)

24%
(20)

13%
(11)

7%
(6)

24%
(20)

7%
(1)

27%
(4)

67%
(10)

・ 全国の地方公共団体が管理する道路橋のうち、老朽化や劣化の損傷等により、通行止めや重量制限

などの通行規制が講じられている橋梁数は、684橋
○通行止め 85橋 （うち都道府県管理： 1橋 政令市管理： 1橋 市区町村管理：83橋）
○通行規制 599橋 （うち都道府県管理：74橋 政令市管理：15橋 市区町村管理：510橋)

［ 通行止め・通行規制中の要因別橋梁数 ］ ［ 通行止め中の道路橋事例 ］
【都道府県】（74橋）

【政令市】（15橋）

【市区町村（規制）】（510橋）

【市区町村（通行止め）】（83橋）

桁等の主部材 床版 橋台・橋脚 その他 設計等の陳腐化

国土交通省調べ（平成１９年９月調査）

（宮崎県 東郷橋 劣化損傷により通行止め中）

・劣化による橋脚部のコンクリート欠落のため、
路面段差が発生し、全面規制実施中。

・支承部コンクリート劣化欠損の状況

39%
(29)

15%
(11)

4%
(3)

5%
(4)

36%
(27)

※通行止め橋梁１橋有

※通行止め橋梁１橋有

地方公共団体が管理する道路橋の通行止め・通行規制実態地方公共団体が管理する道路橋の通行止め・通行規制実態
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アメリカにおける橋梁の損傷と点検の遷移アメリカにおける橋梁の損傷と点検の遷移

項 目

NBISの改訂

Schoharie Creek橋の洗
堀による崩壊

Mianus River橋の崩壊

STAAによる公道上の橋
梁点検の義務付け

全国橋梁点検基準
（NBIS）の作成（2年毎
の点検）

連邦法による連邦補助
道路上の橋梁点検の義
務付け

連邦議会のヒヤリング
とNBIPの制定

シルバー橋の崩壊

NBISの改訂では、定期点検頻度の多様化、特殊点検の必要性が規定された。1988

基礎の洗堀による崩壊が発生した。
1987

ピン構造の破壊による橋梁の崩壊が起こった。この事故により、崩壊に対して余
裕のない橋梁の崩壊が問題になった。（当時、29,000橋以上の橋梁があった。）

1983

1978年、the Surface Transportation Assistance Act(STAA)によって、運輸長
官が、調査と点検プログラムに、全ての公共道路上の橋梁を含めるよう指示した。
NBISは1979年12月13日に修正された。

1978

1971年4月27日、全国橋梁点検基準が定められ、全米各州で点検の規定が標準化
された。1971

1970年のFederal-Aid Highway Act( US Code Title23 144)の中で、連邦議会は
運輸長官が各州との協議を通じて連邦補助道路システムに属する全ての橋梁を点検
するよう指示した。

1970

連邦議会は1968年、運輸長官に、州道路局、民間組織や有識者との協議を通じて、
連邦補助道路上の橋梁の点検のために、全国橋梁点検基準（NBIS）を作成するよう
指導した。
連邦法US Code Title23 151のNational Bridge Inspection Program（1968）

1968

46人の死者を出したオハイオ川の西ヴァージニアとオハイオ間に架かるシルバー
橋の崩壊（1967年１２月）が起こるまで、アメリカでは、橋梁点検プログラムに対
するサポートがほとんどなかった。

1967

内 容年
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シルバー橋がある
ウエスト・ヴァージ
ニア州

・シルバー橋の崩落後、１９７１年に全国橋梁点検規準（ＮＢＩＳ）が制定され、２年に１回の点検
が法定化

［シルバー橋の諸元］
完成年 ： １９２８年
形 式 ： アイバーチェーン吊橋

［事故の概要］
発生日時 ： １９６７年１２月１５日
事故概要 ： 橋の崩落と共に３１台の車両がオハイオ川に落下し、４６名が死亡

シルバーブリッジ

（オハイオ州：１９２８年完成）

ケーブルの疲労（破壊）により落橋
（１９６７年１２月）

１９６７年シルバー橋の崩落１９６７年シルバー橋の崩落
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【損傷が進んだ舗装】

出典：「欧米主要国道路の光と影」（1984年 日本道路協会）

【マイアナス橋の崩壊（1983年）】
出典：US DOT （米国交通省）Highway Statistics

【米国の道路投資額の推移（州管理道路）】

【有料橋の床版補修】

・アメリカでは70年～80年代で「荒廃するアメリカ」と言われ、落橋や橋の通行止めが頻発し、その教訓から予防的安全対策
に投資
・維持補修に力を入れたことにより欠陥橋梁は減少したものの、2006年時点で未だ２５％の欠陥橋梁※が存在

アメリカの状況アメリカの状況

25%

35%

45%

27%

0 10 20 30 40 50

1981

1992

2004

2006

％

年

【欠陥橋梁が占める割合の推移】

※欠陥橋梁：劣化のため車両通行規制がかかる構造的に欠陥のある橋梁
や幅員不足など機能的に基準を満たさない橋梁

0

2

4

6

8

10

1961 1966 1971 1976 1981 1986 1991 1996 2001年

兆円

新設・改築

その他（調査研究等）

維持修繕

日常管理

0
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6
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1961 1966 1971 1976 1981 1986 1991 1996 2001年

兆円

新設・改築

その他（調査研究等）

維持修繕

日常管理

0

2
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6

8
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1961 1966 1971 1976 1981 1986 1991 1996 2001年

兆円

新設・改築

その他（調査研究等）

維持修繕

日常管理

新設・改築

その他（調査研究等）

維持修繕

日常管理

7,100億円

8,400億円

8,500億円

3兆500億円

3兆900億円

1兆6,200億円

1兆4,300億円

2兆6,900億円

1981年 「荒廃するアメリカ」出版

1982年 交通支援法制定(道路財源の増額)
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米国ミネアポリス橋梁崩壊事故に関する技術調査報告米国ミネアポリス橋梁崩壊事故に関する技術調査報告

調査報告を踏まえて、日本の維持管理上、考慮すべき点

・構造物全体の崩壊の予測には、部材レベルから構造物全体レベルまでを点検し、評価
できる技術を持つことが不可欠である。

・橋の性能を客観的に評価するため、分かり易い工学指標を用いて定量化する方法を

構築すべきである。

・落橋事故を防止するためには、設計や維持管理においてリダンダンシーの確保を図

る対策の検討が必要である。

・定期点検とは別に、専門性を有する技術者による点検やモニタリングにおける橋梁の
構造的特徴を反映した点検内容の重点化が必要である。

・事故などの際、当該橋梁に関する橋梁データの抽出、閲覧が容易にできるデータベー

ス構築の検討が必要である。

・フラクチャークリティカル部材（FCM：この部材の破壊が橋梁全体の破壊に繋がる部材）
の概念を用いれば、維持管理の合理化・適正化につながる可能性がある。
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維持管理予算の減少維持管理予算の減少

・橋梁数は経年的に増加しているが、 橋梁補修費は横這い
・１橋当りの橋梁補修費は減少

橋梁補修費と橋梁数の推移

出典:道路統計年報

１橋当りの橋梁補修費の推移

出典:道路統計年報

橋梁数増加 橋梁補修費減少
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橋梁市場縮小による橋梁技術者の減少橋梁市場縮小による橋梁技術者の減少

・近年、橋梁の工事実績は縮小傾向にあり、橋梁に従事する技術者数も減少傾向
・今後増加が予想される高齢化橋梁の維持管理に対して、橋梁技術者の確保が重要

790 560

5100

7500

0

2,000
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平成14年 平成18年

技
術
者
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（

人
）

技術士 一級土木施工管理技士

日本橋梁建設協会 資格所有者数

出典：日本橋梁建設協会資料より

鋼橋 工事実績

出典：日本橋梁建設協会資料より

ＰＣ橋 工事実績

出典：ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ建設業協会資料より
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厳しい条件下における日本の道路管理厳しい条件下における日本の道路管理

・厳しい地形条件、台風や地震などが頻発する自然条件下に道路が存在
・都市内の環状道路ネットワークのリダンダンシーが十分確保されておらず、道路橋の損傷など
による交通規制がもたらす社会的影響は甚大

兵庫県南部地震の被害 首都圏の環状道路の整備状況
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大型車の増加大型車の増加

・車両総重量の規制緩和(H15)、重さ指定道路の拡大、及び物流の効率化の促進等を背景として、
貨物車の大型化が進んでいる
・大型車の増加は、橋梁の損傷に大きく影響

出典：（財）自動車検査登録協力会「諸分類別自動車保有車両数」

9.8%

16.7%

22.1%

23.5%

33.6%

95.4%

89.6%

82.2%

77.4%

76.5%

65.6%

4.1%

0.6%

0.5%

0.0%

0.9%

1.1%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

アメリカ合衆国（1999）

ドイツ（1998）

イギリス（1999）

フランス（2001）

イタリア（1999）

日本（1999）

貨物車（トラック・バン） バス 乗用車

総交通量（百万台km/年）

2,670,121

604,900

467,000

523,400

67,916

765,056

出典:国土交通省資料(ITSハンドブック2002-2003)

・日本は諸外国に比べて大型車が多い

貨物車の比率(諸外国との比較)

貨物車保有台数の推移（25t貨物、20t超ﾄﾚｰﾗｰ）
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21,729

629
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（
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）

（台／日）

大型車の平均断面交通量（道路別）

出典：平成11年度道路交通センサス

全国平均
１，５２１

13.8万台

19.1万台

2.42

1.75

年度
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国民の安全・安心への要請の高まり国民の安全・安心への要請の高まり

・地震などによる社会資本への被害が生じている中、 安全・安心な社会の実現に対する国民の高い期待が
ある

53.8

45.8

42.4

34.3

30.1

21.1

17.9

11.1

10.8

0.3

4.2

9.5

0 10 20 30 40 50 60

環境の保全

安全な社会（防災、防犯、食の安全など）の実現

医学の発展などを通じた健康の維持・増進

科学技術に関する人材の育成

経済・産業の発展

国際社会の発展

特定分野に偏らない幅広い支援

高度な情報通信社会の実現

新しい原理・減少の解明

その他

特にない

わからない

(％)

48.2

36.3

30.6

22.3

20.0

17.7

14.7

9.9

0.2

2.0

2.7

59.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

持続可能な年金,医療などの社会保障制度の構築

就業等を通じた高齢者の能力や経験の発揮

生涯にわたる健康づくりや,高齢者介護対策

災害対策,交通安全対策,防犯など,安全・安心に生活できる社会

高齢者と若い世代の世代間交流の活性化など,世代間の連帯の強化

ボランティアや地域活動等を通じた高齢者の社会参画の促進

人口減少社会に対応した産業構造への転換・技術革新

バリアフリーに配慮した住宅政策,まちづくり

生涯のいつでも自由に学ぶことができる生涯学習社会の形成

その他

特にない

わからない

総数（N=1,896
人,M.T.=263.7％）

（％）

出典：内閣府「高齢社会に関する特別世論調査」（H17.10）

出典：内閣府「科学技術に関する特別世論調査」（H17.6）

科学技術への支援に当たり重視すべき点（複数回答）

高齢化進展によって重要となる課題（３つまで複数回答）

【1995年兵庫県南部地震】高架橋の倒壊

【2004年新潟県中越地震】橋台背面の陥没
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1967年シルバー橋の崩壊

1971年２年毎の点検の法定化（全国橋梁点

検基準）等点検システムの導入

アメリカの点検

「荒廃するアメリカ」の状況

・1980年から維持管理予算の大幅増

・1983年 マイアナス橋の崩壊

・未だ25%の橋梁に欠陥が存在

2007年ミネアポリス(Ｉ－35W)橋の崩壊

●高齢化する橋梁が急増

（橋齢50年以上の橋梁 現在６％→２０年後４７％）

重大な崩壊事故は少ないが、重大事故につながりかねない損傷が

発生

三大損傷（疲労、塩害、アルカリ骨材反応）の顕在化

全橋梁の半数（約9割の市町村）で定期点検が未実施

維持管理予算の減少

建設市場縮小による橋梁技術者の減少

厳しい条件下における日本の道路管理

大型車の増加

国民の安全・安心への要請の高まり

米国の教訓 現 状 取り巻く社会情勢

道路橋の予防保全について（まとめ）道路橋の予防保全について（まとめ）

（例）

長寿命を考慮した
計画設計法

（例）

検査の方法と
技術

（例）

点検の制度化と
点検資格

（例）

全国データベース

（例）

高度診断センター

道路網の機能に応じた保全・管理水準

計画・設計の改善 施工品質向上 点検システムの強化 情報の蓄積・共有 専門技術の集積

計画～施工

・点検や補修で得られた知見のフィードバック

・モニタリングを前提とした施工

・長寿命の目的化

・不良品の排除

管理・点検

・異なる管理者の対応の整合性

・判断基準の整合性の確保

・市町村での橋梁点検の促進

・各種データの共有化

・高度な判断を有する事案への対応

補修・補強

・補修履歴の蓄積

・補修の品質確保
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①計画・設計
・維持管理（寿命）を念頭においた橋梁計画

設計（ライフサイクルコスト）

・点検・補修作業を容易にする構造

・モニタリング 等

予防保全システムのイメージ予防保全システムのイメージ

②製作・施工
・検査の方法と技術の向上

③点検・健全度診断・補修補強
○点検システムの強化
・点検の制度化
・点検の品質確保（資格）
○専門技術・高度技術の集積
・専門家集団
・補修工事、補強工事の品質確保

④管理計画
・蓄積された点検データなどの活用

・適切な補修・更新の時期と規模

・最適な補修・補強の選択

・ライフサイクルコストの最小化

道路網の機能に応じた保全・管理水準

⑤
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

・
諸
元
、
図
面
、
点
検
結
果
、
製
作
・
補
修
履
歴
の
蓄
積

・計画から管理・補修の各段階において、｢早期発見・早期補修｣を実現するためのＰＤＣＡサイクル




